
（６）放課後や週末などに積極的に学校にかかわり、地域全体で教育を支えよう 

 
 

 

 

○ ボランティアによる学校図書館（室）の運営や部活動の指導、学校周辺の見守り 

活動など、地域社会全体で学校を支える仕組みづくりを推進します。 

○ 学習やスポーツ、文化活動等の支援を行い、すべての子どもたちに健やかで豊かな

放課後を保障します。 

○ 地域の抱える教育課題を学校・家庭・地域で共有し、協働する取組を進めます。 

取 組 の 方 向 

 

 

○ 健やかで豊かな放課後を保障する放課後子どもプランの推進 

県内のすべての小学校で放課後子どもプランを実施できるよう設置拡大をするとと

もに、中学生を対象とした放課後学習室の設置に取組みます。 

○ 地域社会全体で学校を支える学校支援地域本部の設置 

学校支援の核となる地域コーディネーターや学校支援ボランティアの資質向上を図

るとともに、各市町村が人材バンクを設置するように支援します。 

○ 地域ぐるみの学校安全体制の整備 

防犯の専門家や警察官ＯＢ等を活用し、各地域における子どもの見守り活動の体制

整備を推進します。 

  また、地域全体としての子どもたちへのあいさつ、一声かけを推進します。 

○ 防災教育の推進 

すべての学校で学校防災マニュアルなどを活用し、危機管理力・防災力の向上を図

ります。 

主 な 取 組  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜背景・留意点＞ 

○ 地域の子どもたちを育成するために、地域の教育施設や人材などを積極的に活用する

仕組みづくりが十分ではありません。 

○ 保護者が安心して就労でき、子どもが健やかに放課後や週末等に学習や体験活動がで

きる場の確保が必要です。 

○ 地域の教育を振興する取組や開かれた学校づくりが、イベント等の開催にとどまる場

合もあり、具体的な教育成果につなげる取組が弱い状況です。 

○ 身近に迫った南海大地震対策や学校の危機管理能力を高めることが課題です。 

       



＜年度別実施計画＞ 

取組・事業名 現状等 Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ 達成目標 

新 

放課後子どもプ

ラン推進事業 

(※新は、中学

校事業のみ) 

（H20） 

児童クラ

ブ、子ども

教室設置学

校数 

１５２校 

小

学 

182 校 

/248校

206 校 

/248 校 

   
全ての小学校区

で高知版「放課後

子どもプラン」を

実施 

（H20） 

学習時間が

30分より少

ない中学生

の割合  

25% 

中

学 
１７校 

    希望するすべて

の中学校区に放

課後学習室を設

置 

 

家庭での学習時

間の増加 

 

（H25） 

学習時間が 30 分

より少ない中学

生の割合５％ 

学校支援地域本

部事業 

(H20) 

15 市町村 

18学校支援

地域本部を

設置 

１ ９ 市 町 村

２２学校支援

地域本部設置

 

学校支援ボラ

ンティアの養

成 

 

人 材 バ ン ク

の設置 

学 校 教 育

を 支 援 す

る 体 制 づ

く り の 構

築 

全 中 学

校 区 に

そ の 成

果 を 周

知 及 び

啓発 

未実施市

町村にお

ける仕組

みづくり

への支援 

 

 

 

 

 

 

すべての市町村

において、学校や

地域の実情に応

じた学校を支援

する仕組みの構

築 

地域ぐるみの学

校安全体制整備

推進事業 

（H19） 

スクールガ

ード小学校

組織率 

72.5% 

スクールガー

ド･リーダー

やスクールガ

ードを設置す

る 

 

   

（H23） 

スクールガード

の小学校組織率  

１００％ 

防災教育推進事

業 

（H20） 

地域での取

組の防災教

育研修会へ

の参加者数

１８２名 

各学校での防

災教育の実施

 

研修会新規参

加者５０名 

  

 

 

 

学 校 防

災 マ ニ

ュ ア ル

作成 

100％ 

  
毎年防災教育実

施率 １００％ 

 

       



 

視点３ 教育の質の向上と教育環境の整備 

 

＜基本方針＞ 

（７）学校等で将来の基礎となる力を確実に身につけさせよう 

 

＜重点的な取組＞ 
○ 保育士・幼稚園教員の資質・指導力の向上（幼児教育） 

○ 子育て環境を充実するための認定こども園の推進（幼児教育） 

○ 学力向上のための学校改善プランに基づく支援･指導の強化（義務教育・小中学校） 

○ 高知市が行う学力向上の取組に対する重点支援（義務教育・中学校） 

○ 学力向上に向けた４－Ｄａａｎプロジェクト（４段階にわたる学力向上のための取組、

“D

（８）教職員として日々研さんし、互いに高め合う取組を進めよう 

 

（９）校長等のリーダーシップのもと意欲と活力に満ちた組織的な学校づくりを進めよう 

 

（10）学びの拠点である教育機関を整備・充実させよう 

o aggressive action now”Project）の推進（高校教育） 

○ 希望の進路実現に向けた高校生就職支援（高校教育） 

○ 発達障害等支援を含む特別支援教育の総合的な推進（特別支援教育） 

○ 県内大学の積極的な地域貢献の促進（高等教育・大学等） 

○ 学力向上や不登校対策等に向けた校種間の連携の強化（共通） 

＜重点的な取組＞ 

○ 採用説明会・勉強会、初任者研修等を通じた基礎的な資質・指導力の向上 

○ 教員の自主的な教材研究を推進する教科研究センター（仮称）の設置 

○ 教科指導の中核となるミドルリーダーの育成 

○  意欲的な取組や実践を行う教職員の表彰 

＜重点的な取組＞ 

○ 学校組織におけるＰＤＣＡサイクルの確立とＯＪＴの強化（ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ研修の充実等） 

○ 組織的・効果的な学校運営を目指した新たな職のモデル的導入 

○  学校の組織的な運営のための育成型人事評価制度等の改善 

＜重点的な取組＞ 

○ 特色のある学校づくり等を進める県立高等学校再編計画の策定・実行 

○ 安全・安心のための県内公立学校施設の耐震化の促進 

○ ＩＣＴ環境の整備と情報教育政策の確立 

○ 県立図書館等の生涯学習機関や機能の充実 

       



（７）学校等で将来の基礎となる力を確実に身につけさせよう 

 

 
 

○ 行政窓口の一本化の推奨 

就学前の子どもを一体的に捉え、幼児教育の充実を図るため、保育所と幼稚園の市

町村の行政窓口を教育委員会に一本化するよう推奨します。 

○ より質の高い保育･教育の推進 

保育所・幼稚園等が行う園内研修などへの現場支援を充実･強化し、保育士・幼稚園

教員の資質･専門性の向上を図ります。 

○ 子育て環境を充実するための認定こども園の推進 

施設整備費や人件費等にかかる経費への助成を行い、認定こども園への移行を促進します。

 
① 幼 児 教 育 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

＜背景・留意点＞ 

○ 幼児期は人格形成の基礎を培ううえで非常に重要な時期ですが、幼児教育の重要性

に対する理解がまだ十分に進んでいません。 

○ 待機児童の解消や延長保育など、仕事と子育ての両立に向けた保護者支援が十分で

はありません。 

 
取 組 の 方 向 

 

○ 幼児教育の重要性に対する理解の促進を図ります。 

○ どこにいても質の高い保育・教育を受けることのできるよう、保育士・幼稚園教員

の資質・専門性の向上を図るとともに、就学前の子どもを一体的に捉えるための環境

を整えます。 

○ 保護者の就労の有無にかかわらず子どもを受け入れることができ、幼稚園教育要領

に沿った教育等を行う認定こども園への円滑な移行を促進します。 

主 な 取 組 

       



＜年度別実施計画＞ 

取組・事業名 現状等 Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ 達成目標 

保育所・幼稚園の行

政窓口の一本化 

（H20） 

窓口一本化

市町村２町 

     

窓口を一本化した市町

村数を１９市町村とす

る 

新保育所保育指針・

幼稚園教育要領説明

会 

（H20） 

説明会参加

率 51.4% 

     

職員の理解促進のため

の説明会参加率 

１００％ 

保育実践スキルアッ

プ推進事業 

（H20） 

モデルとな

る保育を公

開した施設

数２園 

２園 

    

モデルとなる保育を公

開する施設数１０園 

園内研修支援事業 

（H20） 

新たに園内

研修を実施

した施設数

１５園 

１４園 

    

新たに園内研修を実施

した施設数７０園 

全施設数の５０％で園

内研修を実施 

認定こども園の設置

促進（認定こども園

の設置数） 

（H20） 

認定こども

園３施設 

     

（H25 末までに） 

２０施設を認定 

 

※保育所   ２６７ （H21.4.1 現在 ： 認定こども園である保育所を含む） 

 幼稚園    ５８ （H21.5.1 現在 ： 認定こども園である幼稚園を含む） 

 認定こども園   ５ （H21.4.1 現在 ： 内４園再掲） 

       







 

（10）学びの拠点である教育機関を整備・充実させよう 

     
 

① 学校教育施設・設備の整備 

 

 

○ 地域の特色ある学校づくりと生徒数の減少を踏まえた規模や配置の適正化を図る観

点と地域性も配慮した観点から、県立高等学校の再編計画を進めます。一方で、知的

障害者特別支援学校の児童生徒数の増加に対応し再編計画を進めます。 

○ 市町村への経費の補助も行いながら、保育所・学校施設の耐震診断と耐震化を早急に進 

めます。 

○ 教育効果の観点から、市町村の学校再編を支援します。 

○ 市町村における情報機器の整備を促進します。 

取 組 の 方 向 

 

○ 特色のある学校づくり等を進める県立高等学校再編計画の策定・実行 

県立高等学校再編計画の第２次実施計画（計画期間：20～22 年度）を実行するとと

もに、喫緊の状況を踏まえ、新たに第３次実施計画（計画期間：23～25 年度）を策定

します。その際、定時制高校の在り方も検討します。 

○ 安全・安心のための県内公立学校施設の耐震化の促進 

県立学校施設の耐震化を計画的に行いながら、公立小中学校や保育所・幼稚園につい

て市町村の経費を補助し、耐震化の促進を図ります。 

○ 統合推進加配の実施 

市町村立学校の再編に際し、円滑な統合を進める観点から、必要に応じ加配措置を実

施します。 

○ ＩＣＴ環境の整備と情報教育政策の確立 

国の経済対策を活用した情報機器の整備を進めるとともに、情報教育政策を総合的に

推進するための情報教育ポリシーをセキュリティポリシーとともに整備します。 

主 な 取 組  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

＜背景・留意点＞ 

○ 多くの高等学校で定員を満たしておらず、県全体の定員充足率も低下しています。 

○ 中山間地域における中高連携教育は、地元の高校の活性化に大きな役割を果たしてき 

ましたが、少子化が進む中でその在り方や意義をさらに検討する必要があります。 

○ 知的障害者特別支援学校の児童生徒数の増加など、特別支援学校の在り方について見 

直しが必要です。 

○ 県内公立学校施設の耐震化や耐震診断は遅れており、学校施設の耐震化は喫緊の課題 

です。特に保育所・幼稚園施設は非常に遅れている状況です。 

○ 教育効果や市町村合併、耐震化への対応のため、複数の市町村で学校の再編・統合が

計画され、進行しています。 

○ 情報教育の基盤となるパソコンの更新や電子黒板等の機器の整備が遅れており、特に 

市町村の整備状況に課題があります。 

       



＜年度別実施計画＞ 

取組・事業名 現状等 Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ 達成目標 

県立高等学校再編

計画（再掲） 

（H20） 

県立高校

数 

全日制 31

定時制 14

通信制  2 

第 ２ 次 実

施計画 

 

第 ３ 次 実

施 計 画 策

定・公表 

 

第３次実

施計画 

  

県立高等学校の適

正な規模と配置の

実現 

特別支援学校の再

編に関する検討委

員会（再掲） 

（H20） 

検 討 委 員

会2回実施 

第 １ 次 審

議 の ま と

め 

第 １ 次

施 策 実

施 

第 ２ 次

検 討 委

員会 

第 ２ 次

審 議 ま

とめ 

第 ２ 次

施 策 実

施 

知的障害・肢体不

自由特別支援学校

の問題改善 

小中学校再編への

取組（統合推進加

配の実施） 

（H20） 

複式学級

割合 

37.2% 

各 市 町 村

に 応 じ た

支 援 継 続

（ 統 合 推

進 加 配 １

１名） 

 

 

  
複 式 学

級 率 の

減少 

 
（24 年度） 

複式学級 40%以下 

県 

立 

施 

設 

耐震診断（２

次） 
(H20.4.1） 

耐 震 診 断

64.7% 

耐 震 化 率

47.5% 

３０棟 

（100％）
    

校舎等主要な施設

の耐震診断の完了 

耐震補強工

事 

５棟 

（７％）

１６棟

(２８%)

２４棟

(６１%)

１１棟

(７６%)

１８棟 

(100%） 
７４棟 

小

中

学

校 

耐震診断支

援事業 

(H20.4.1） 

耐 震 診 断

85.8% 

耐 震 化 率

51.6% 

 

    

24 年度までに第２

次診断実施率 80％

を目指す 

耐震化促進

事業費 

 
    

24 年度まで耐震化

率 80％を目指す 

保

育

所

幼

稚

園 

耐震診断事

業費 

(H20.4.1） 

耐 震 診 断

27.7% 

耐 震 化 率

48.4% 

     
26 年度までに全施

設の耐震診断完了 

耐震化促進 
 

 

    倒壊の危険性大の
施設：26 年度まで
に全て耐震化完了 

新 

ＩＣＴ環境の整備

と情報教育政策の

確立 

（H19） 

教 員 の 公

務 用 コ ン

ピ ュ ー タ

整備率 

(小)50.3% 

(中)52.2% 

(高) 

129.5% 

 

全 国 平 均

57.8% 

高 知 県 情

報 教 育 基

本 方 針 の

策定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
ICT 活用による授
業の活性化と児童
生徒の学力向上 

対象施設の 50％ 
全施設耐震診断完了 

    教育の情報化 
すべての学校で超
高速インターネッ
ト接続 
教員用 PC１人１台
整備 

校 務 の 情

報化推進 

教育ネット強化 

教員用ＰＣ整備促進 

    
学級用ノート型 PC
整備（１クラス分）
各校に電子黒板等
の ICT 機器を複数
以上整備 

普 通 教 室

でのICT活

用推進 

学級用ＰＣ整備促進 

電子黒板等の ICT 機器整備促進 

 

 

  
情報セキュリティ
ポリシーの遵守 

情報ｾｷｭﾘﾃ

ｨﾎﾟﾘｼｰ策

定 

       



 
 
 
 

② 社会教育施設・設備の整備と教育委員会の体制強化 

 
 

 

 

○ 県立図書館の整備を早急に検討し、その整備の着手に努めます。 

○ 市町村教育委員会事務局体制を強化する広域的な取組を推進します。 

○ 県教育委員会の機能を強化するため、事務局職員の研修体制を強化するとともに、 

教育センターの研究機能を強化します。 

○ 県立図書館の整備や教育センターの機能強化と併せて、生涯学習を推進するため 

の機能や施設の在り方も検討します。 

取 組 の 方 向 

 

 

 

○ 県立図書館等の生涯学習機関の充実 

県立図書館や生涯学習推進センターの在り方を具体的に検討し、その早期の整備に

努めます。 

○ 市町村教育委員会の広域的な取組への支援 

専門性の向上や広域的な視点から、例えば、研修や学校事務のあり方について複数

の市町村での共同実施を進めるなど、具体的な支援を行います。 

○ 目指せ！教育先進県研究事業 

県の教育行政における政策の企画・立案力の向上を図るため、政策研究大学院大学

や教育先進県に職員を派遣します。 

○ 教育センターの機能強化 

県の教育行政における研究機能等を高めるとともに、指導主事等の能力を向上させ

る観点から、教科研究センター（仮称）の設置や今後の教育センターの在り方の検討を

進めます。 

主 な 取 組  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  
 
 

＜背景・留意点＞ 

 ○ 県立図書館の規模や機能については十分とは言えず、新たな整備が長年の課題とな

っています。また、生涯学習や社会教育を担う中核的な施設である生涯学習を推進す

るセンターが未設置です。 

 ○ 小規模な教育委員会では、事務局体制が脆弱であり、専門的なスタッフの配置が困

難となっています。 

 ○ 現場を指導・助言する県教育委員会内のＰＤＣＡサイクルの徹底や指導・管理体制

の確立が不十分です。 

       



＜年度別実施計画＞ 

取組・事業名 現状等 Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ 達成目標 

新 

新県立図書館の

整備 

 

基 本 構
想 た た
き 台 の
策定 

基 本 構
想 の 策
定 

基 本 計
画 の 策
定 

実施設計 工事着手 
計画・設計を取りまと
め、25 年度中の工事着手

新 

生涯学習推進セ

ンターの検討 

(H20) 

生涯学習推

進センター

未設置 

生 涯 学
習 推 進
セ ン タ
ー の 方
向 性 や
機 能 等
の検討 

社 会 教
育 委 員
会 で の
検 討 部
会 立 上
げ（生涯
学 習 フ
ォ ー ラ
ム開催）

生 涯 学
習 推 進
セ ン タ
ー の 基
本 構 想
案 の 検
討 

 

 

地域住民が身近な社会
教育施設等で学習でき
る情報の提供及び学習
成果を活用し、その成果
が評価されるシステム
の構築 

教育委員会広域

化支援 

(H20) 

安芸広域に

広域担当チ

ーフ、県内

５ブロック

に派遣指導

主事を配置 

   

 

 

 

 

 

小規模な教育委員会に

おける学校・教職員への

支援体制の確立 

新 

目指せ！教育先

進県研究事業（再

掲） 

 

政 策 研

究 大 学

院 大 学

へ の 派

遣１名 

 

教 育 先

進 県 へ

の 派 遣

１名 

    

教育行政施策の企画・立

案力の向上 

教育センターの

機能強化 

(H20) 

教育行政に

おける研究

体制が不十

分 

教 科 研

究 セ ン

タ ー の

設置 

    

学校や教職員を実践的

に支援する機能や体制

の確立 

教育長会等で広域的な学習会や具体的な取組の実施 

教科研究センターの成果を踏まえ、 

今後の在り方を検討実施 

 

       




